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1. はじめに 

 日本では、1995 年の阪神淡路大震災や地下鉄サリン事件を契機として、大都市直下型の地震や地下街

などの閉鎖空間にける NBC テロ災害などを想定して、大学の研究者を中心にレスキューロボット開発が

進められてきた[1]。海外では、2001 年にハイジャックされた旅客機がニューヨークの世界貿易センタービ

ルに突入するというテロが発生した。この 9.11 テロの現場から、軍用ではあるが遠隔操作ロボットを使っ

て遺体を発見する成果を挙げた。また、欧州の原子力発電所を積極的に進めていた国々では、事故時に備

えて原子力災害対応ロボットが開発・配備されてきた。日本でも 1999 年に発生した東海村 JCO 臨界事故

直後に、原子力災害対応ロボットが政府主導で開発されたが、開発のみに留まっており、実運用には至ら

なかった。2011 年に日本で発生した東日本大震災では、陸海空のロボットが実災害現場で使用された。そ

の後も、福島第一原発の現場では、人が立ち入ることが不可能な建屋内外の情報収集に国内外のロボット

が用いられ、現在でも様々なロボットが現場投入のために開発されている。本稿では、これらの背景を踏

まえて、災害対応ロボットの今後の課題と、今後の展開に関して考えてみたい。 

 

2. 東日本大震災の経験から見えてくる課題 

2-1. 政策的課題 

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は地震動や津波による被害さらには原子力発電所の事故が折

り重なった巨大複合災害であり、日本で災害対応ロボットが適用された初めての大災害となった[2][3]。発

災後約一カ月の 4 月 6 日に福島第一原発の瓦礫処理に大成建設・鹿島建設・清水建設の無人化施工機械（バ

ックホウ、クローラダンプ、オペレータ車、カメラ車）が導入された。無人化施工機械は 1993 年の雲仙普

賢岳の噴火に始まり、2000 年の有珠山噴火、2004 年新潟中越地震などの多くの災害復旧工事での適用実

績がある。これは、国土交通省が普賢岳における土石流対策のための土木工事を遠隔で行うためのシステ

ム開発を継続し運用してきた成果である。現場での実運用を通じて得られた知見を開発にフィードバック

する体制を継続的に支援してきたからこそ、福島第一原発での成果につながった。次いで、4 月 10 日には

Honeywell 社製の無人ヘリコプタ T-Hawk が導入され、1～4 号機原子炉建屋、タービン建屋およびその周

辺の撮影を行った。また、4 月 17、18 日には iRobot 社製の Packbot が原子炉建屋内の放射線量・雰囲気

温度・雰囲気湿度・酸素濃度の測定を行った。Packbot は建屋内の１階部分の情報収集には成功したもの

の、階段を登ることができず建屋の 2 階以上の情報収集ができなかった。その後、6 月 24 日に千葉工業大

学・東北大学などが開発した Quince が 2 号機に投入され、原子炉建屋地下に水位計センサを投入するこ

とに、そして 7 月 8 日には 2 号機原子炉建屋の２階以上でダストサンプリングを収集することに成功して

いる。 

ここで、これらの活動における課題について考えてみたい。事故後の原子炉建屋内は強い放射能が予想

され、ロボットに搭載されている電子機器やセンサ類の耐放射能性を十分検討する必要がある。電子機器 
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はビット反転する可能性があり、CCD カメラや LRF などのセンサはいずれ使用不可能になってしまう。

耐性が無い場合には何らかの措置を講ずる必要があり、福島第一原発の対応では準備に時間を要した。実

は、1999 年に発生した東海村 JCO 臨界事故が起こったことを受けて、国がプロジェクトを設置し、短期

間に多くの技術者が心血を注いで放射能災害対応ロボットが開発された。しかし、製作しただけで、ロボ

ットシステムの運用やメンテナンスや改良に必要な予算が計上されず、技術者たちもそのプロジェクトか

ら離れざるを得なかった。せっかく培った技術や知見が消えて行ってしまった。無人化施工機械の成功例

を見ても研究開発を継続し、現場での運用実績を積み重ねることが重要であることは明白である。 

さて、次に米国のレスキューロボット開発に関する状況を考えてみたい。国防高等研究計画局（DARPA）

は軍で使うための新技術開発および研究を行っている国防総省の機関である。例えば、インターネットは

DARPA からの予算支援を得て開発され、それが民用に転用されて広く普及し、現在ではインターネットが無

い世界は考えられないまでになった。米国では、ロボットに関しても同様なシナリオで研究開発が進めら

れている。戦場に人間が行く代わりに、ロボットが戦場に行って戦うのであれば、国民の理解が得られる。

また、軍がロボットを調達するので大きな市場が形成され、ビジネスとして企業が商品としてのロボット

を開発販売する。さらに、ロボットを実現場である戦場で使って課題を抽出し、開発にフィードバックし、

それをまた戦場で使う。このような開発・実証実験・改良のループを回すことができる。これに対して日

本では、50 年に 1 度程度しか起こらない大地震による大規模災害のために多額の予算をつぎ込んでレスキ

ューロボットを開発することは民間企業では不可能であり、市場は存在していない。市場が無ければ企業

が参入できず、志をもった大学の研究者がレスキューロボットを細々と研究開発し、災害現場へも訓練を

積んでいない研究者が出動しロボットを運用するしかない。これでは、研究開発が進むはずがない。平常

に使っているロボットシステムが緊急時にも使えるというシナリオで市場を創出する、あるいは消防や自

衛隊にレスキューロボットを配備するなど、政府主導で研究開発を加速させる必要がある。東海村 JCO 放

射能臨界事故後の原子力事故対応ロボットの開発が、運用までを視野に入れて実施されなかった失敗を反

省し、研究開発の支援を継続的に行うことおよび現場での実運用を可能とするようなファンディング制度

が必要である。 

東日本大震災においてレスキューロボットを用いた災害対応支援のための日米の合同チームが結成され

たときに、なかなか公的な機関からの要請が出ず、米国チームの来日が遅れた経緯がある[4]。即時の受け

入れが可能なような制度の設計が必要である。また、活動予算に関しても直後からの支援は重要である。

海外からの支援を受け入れる場合に、協調活動をスムーズに進めるためには、システムの統合や情報の共

有が容易なようにプロトコルを国際的に標準化しておく必要がある。また、次節で技術的課題としても述

べるが、無線通信に関して有事には特定の周波数帯の使用や商用で許可されている微弱な電波のパワーの

増大を認めるような法整備も必要である。 

2-2. 技術的課題 

大規模災害現場ではライフラインや通信網など社会基盤システムが大きなダメージを受け、使用可能な

情報インフラが限られているという想定をしなくてはならない。災害直後にテンポラリにロバストな通信

インフラを構築することは重要であり、大きな課題である。通信方式に関して、有線通信は確実であるが、

移動ロボットの運動の制約になる。陸上のロボットではケーブルをロボット本体に搭載して手繰りだす方

式が取られているが、本体重量の増加を招いてしまう。実際、福島第一原発の事故対応でもケーブルのト

ラブルにより建屋内に取り残されたままのロボットも存在する。無線通信の場合には、アドホックネット

ワークなどが適用されているが、ホップするごとに伝送量が減少してしまうなど問題がある。また、通信

と同様に、エネルギー供給に関しても、有線と無線（バッテリ駆動）のトレードオフがある。災害現場で

のエネルギー源の確保も大きな問題である。 

 原子力発電所の事故の様な災害現場では、放射能の影響を考えた耐放射線性を付与する必要がある。ま

た、尼崎の列車脱線事故やトンネル内の事故など、火気による爆発の危険性がある場合には、防爆性能が

要求される。このように、防塵防水に始まって防爆や耐放射線性など耐環境性についても重要な課題であ

る。 
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無人ヘリは上空からの情報収集には非常に有効な手段であり、福島第一原発の被害状況を上空から把握

することができた。しかし、運用が容易な小型の無人ヘリは強風下での飛行が困難であり、建物の壁など

の近くでは安定な飛行は難しい。航続時間も 30 分程度であり、適用に大きな制約が課される。航続時間を

延ばそうとすると大容量のバッテリを搭載する必要があり、機体重量の増加を招く。ここにもトレードオ

フの問題がある。効率の良い（軽量で長時間持ち、急速充電が可能な）安全なバッテリの開発が急務であ

る。また、屋外での無人ヘリの自己位置同定は GPS を用いれば精度よく計測でき自律飛行も可能であるが、

屋内の自律飛行には SLAM のような自己位置同定技術が必須であり、高精度の自己位置同定を可能とする

技術開発が求められる。 

東日本大震災において日米の合同チームなどにより水中ロボットを用いた、港の瓦礫の調査・ご遺体の

探索・沖合の漁場や養殖場の調査などが実施された。瓦礫などの対象の位置を特定し、地理情報システム

に連動させて情報を記録し、その後の瓦礫撤去や養殖施設再生など、あらゆる時期に利活用されることに

なる。水中でセンシングに有効な物理量は光と音波であり、これらの物理量を用いて水中の対象物の位置

を特定することは非常に難しく、精度の高い位置計測装置は非常に高価である。水中での位置同定技術開

発も大きな課題である。 

さらに、陸海空すべてのロボットに共通するが、ロボットを操作するオペレータの訓練には時間を要す

ることに注意しておく。災害現場は未知の環境であり、人間による遠隔操作が基本である。災害現場を模

したモックアップを構築し、実戦さながらの訓練を通して、日頃からの運用やメンテナンスを実施するこ

とは、有事にシステムを有効に機能させるための必須の条件である。また、実災害現場でのロボット操作

には失敗が許されず、オペレータにかかる精神的および肉体的負担は想像を絶するものがある。オペレー

タの負荷を軽減化できるインタフェースの開発が重要である。そのために、未知の不整地環境でも自律的

に移動や作業が可能な知能に関する研究開発を推進し、半自律機能を搭載していくことも今後の大きな課

題である。 

現状ではレスキューロボットに期待されている主なタスクは情報収集であり、アクセシビリティーをど

のように向上させるかが課題となっているが、今後は移動から様々な作業へと適用できるタスクを広げて

いく必要がある。さらに、広域災害では情報が錯綜する。携帯電話などによる人間からの情報や固定セン

サ・レスキューロボットなどで収集した情報など膨大な時空間情報を柔軟にハンドリングでき、災害直後

だけでなく復旧復興を経て平時に至るまでを含めたそれぞれの時期に情報を利活用できる情報システムの

構築も重要な課題である。 

 

3. 課題解決のために 

3-1. 技術的課題解決のためのアプローチ 

前章では、東日本大震災でロボットを適用した経験から、主に陸上ロボットと上空ロボットに関して、

それぞれの今後に解決すべき課題について考えた。ここでは、まず各々のロボットの長所を活かしながら、

欠点をお互いに補完するような空中ロボットおよび陸上ロボットの連携による協調作業について考えてみ

たい。陸上ロボットは小型無人ヘリに比べ大きなバッテリを搭載することができる。陸上ロボットから小

型無人ヘリに有線で給電し、協調移動させることによって、広域の情報を収集することができる。例えば、

陸上ロボットとして無人化施工機械を用いれば、不整地環境における走破性にも優れ、劣悪環境でも確実

に稼働することができる。小型無人ヘリは有線給電することにより航続時間の問題は解決でき、上空から

の広域な情報収集が可能となる。さらに、小型無人ヘリからの俯瞰映像は陸上ロボットの操作性向上に大

きく寄与する。小型無人ヘリには風やケーブルの動きが本体への外乱として働くので、外乱の影響を抑え

るロバストな制御系設計が必要となる。さらに、陸上ロボットと無人ヘリとの協調制御における、遠隔操

作システムの開発が重要な課題となる。 

 また、大規模災害では陸海空の大量なロボットを現場投入することにより、一部のロボットが故障して

も、全体としての機能を落とすことなく、ミッションを遂行する方策も考えられる。そのためには、異種

のロボットで構成された群ロボットを容易に操作する遠隔操作システムが重要である。ロボット数が増え
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た場合に、個々のロボットに指令を与えるような集中制御では、システムが破たんすることは容易に想像

できる。この場合、群れロボットに対する分散制御システムを構築し、スケーラビリティーを担保するこ

とが重要である。 

 前章での技術的課題でも述べたが、ロボットの構成要素の耐環境性は重要である。例えば、日本で耐放

射線試験が実施可能な施設は限られており、これらの環境の充実も重要である。また、宇宙分野では耐放

射線性に関する知見や経験が蓄積されており、他分野で得られている情報を共有することも重要である。 

災害は二度と同じものが起こらないと言われている。どのような環境にでも対応できるような万能ロボ

ットを構築しようとすると、現状の技術レベルではシステムが肥大化し運用面での問題だけでなく、結局

役に立たないロボットシステムとなってしまう。多様な災害に対して臨機応変に対応できるように、現場

でセンサやアクチュエータを適切に挿げ替えたり、システムを容易に組み替えたりすることが可能な設計

が必要である。ハードウエアおよびソフトウエアをモジュル化し、インタフェースを標準化することによ

り、柔軟なシステムを構築することが重要である。ロボットの標準的ミドルウエアとして ROS (Robot 

Operating System) が広く使われており、全世界の研究者のアルゴリズムやソフトウエアなどの知見を共

有できるようになってきた。日本でも、同様な目的で産総研が中心となり RT ミドルウエアの開発普及に

努力がなされている。このような、国際的な標準化と技術共有が重要である。 

3-2. 実用化のための実証実験 

災害の実現場でロボットシステムを運用する経験は滅多にできない。その経験不足を補うためには、実

寸大の仮想的な災害現場による実災害を想定した訓練が重要である。米国テキサス州の Disaster City には、

FEMA の全米最大のレスキュートレーニング施設である様々な災害を想定した模擬フィールドが用意され

た広大な訓練施設がある。残念ながら、日本では、これほど大規模な訓練施設はなく、今後このような施

設を設置し、レスキュー隊員・レスキュー犬・レスキューロボットなどの訓練に有効活用されることが望

まれる。 

日本から生まれた国際的なロボット競技会であるロボカップにおいて、ロボカップレスキュー実機リー

グが 2001 年から実施されており、現在では世界大会のほか各国でロボカップオープンが開催されている。

この競技会は、災害空間を模擬した実寸大のフィールドで、開発したロボットシステムを用いて、被災者

を含めた環境情報を如何に正確に多く収集できるかを競うものである[4]。本競技のフィールドは米国国立

標準技術研究所(NIST)が主導して設計されている。NIST は米国ホームランドセキュリティ省からレスキ

ューロボットの評価方法を標準化するプロジェクトを受託し、国際標準の策定を行ってきた。この評価方

法は、本競技を長年実施して蓄積された知見を基盤として、Disaster City などを利用したロボットの評価

実験における多くの隊員たちの協力のもと試行錯誤を経て、構築されている。したがって、この評価方法

には現場のレスキュー隊員のニーズが反映されており、将来的にはここで構築された評価方法がレスキュ

ーロボットシステムの調達での重要な役割を担うことになる。レスキューロボットリーグにおいて、この

評価方法の基盤をなすフィールドを採用することにより、競技を通して現実的な課題に解を与える技術が

養われるとともに、評価方法も洗練されていくことになる。 

一方、米国では国防高等研究計画局（DARPA）がロボティクスチャレンジとして、福島第一原発の事故

の様な災害を想定した、ロボット競技会を企画・開催した[7]。これは、ヒューマノイドロボットが車両を

運転して現場に向かい、ドアを開け、不整地や階段を走破し、バルブを回すなどの作業を遂行するシナリ

オで実施された。日本では軍事技術開発を支援する DARPA が主催するロボット競技会へ、DARPA から

予算支援を得て出場することに対抗があり、大学からの参加は認められなかった。2013 年に米国フロリダ

州で開催された予選には、世界各国から 16 チームの参加があり、日本から参加した、大学発ベンチャーの

SCHAFT が一位で通過した。しかし、SCHAFT は Google に買収されたため、本選には出場していない。

2014 年に経済産業省と米国国防総省の合意に基づき、NEDO がこの DARPA のロボティクスチャレンジ

に大学チームが参加できる枠組みを急遽作って、日本からは 5 チームが本選に参加した。2015 年に米国カ

リフォルニア州で開催された本選では、世界各国から 25 チームの参加があり、韓国の大学 KAIST で開発

されたロボットが優勝した。実施されたタスクは、車の運転・車から降りる・ドアを開けて建物中に入る・
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壁の弁を開ける・電動ノコギリで壁に穴を開ける・事前には知らされていないタスク（1 日目はスイッチ

切り替え、2 日目はコンセント引き抜き）・瓦礫乗り越え・階段を上る、であった。また、通信には帯域

の制約などの不定期な外乱が設定されており、不確実な情報インフラを前提としたシステム開発の重要性

も意識された競技会のルール設計になっていた。 

このような災害現場を模した実寸大の模擬フィールドでロボットを運用することは、非常に重要な経験

である。特に、米国のように軍用ロボットの転用といった研究開発シナリオが成り立たない日本では、実

環境での運用の機会が限られており、開発研究の加速にこれらの模擬フィールドでの実証実験は必須であ

る。また、災害対応ロボットのみでは市場形成できない日本では、平常時に使っているロボットシステム

が災害時にも活用できるというコンセプトで研究開発を推進する必要がある。そのような観点で、橋梁や

トンネルなどのインフラ点検やダムや河川の保守管理や火山の観察調査などに有用なロボットシステムを

開発・実用化することを目的とした戦略的イノベーション創造プロジェクト(SIP: Strategic Innovation 

promotion Program)などにおいて現場での実証試験が実施されている[5][6]。また、内閣府が進める革新

的研究開発推進プロジェクト(ImPACT: Impulsing PAradigm Change through disruptive Technologies)

では、災害現場で有効に働く、タフなロボットを開発するタフロボティクスチャレンジが実施されている

[7]。さらに、東京オリンピックに合わせて、WRS(World Robot Samite)が開催される予定で、①BtoB 中

心の分野（ものづくり、農林水産業・食品産業分野）、②BtoC 中心の分野（サービス、介護・医療分野）、

③インフラ・災害対応・建設分野の 3分野で競技が設けられる予定である。③の分野では、プラント点検、

プラントの中の人の発見・救助などが利活用シーンとして想定されている。その会場として福島県浜通り

地域に災害現場や実プラントを模擬したテストフィールドの建設が進められている。 

 

4. おわりに 

本稿では、東日本大震災の経験から見えてくるロボットシステムの政策的および技術的課題とそれらの

解決のアプローチについて考えてみた。東日本大震災における福島第一原発の事故は人類史上最悪の事故

であり、その廃炉には 30-40 年に歳月が必要と言われている。これは、我々の世代だけでは解決できない

未来への大いなる負の遺産である。この課題を次世代の人たちに託していかなければならない。その意味

でも、経験や英知の伝承のために次世代を担う人材育成は非常に大切である。安全で安心に暮らせる災害

に強い文化や社会を築くためには、俯瞰的に物事をみることができ、的確な判断をすることのできる人材

育成も必須である[8]。なお、本稿は筆者の原稿（[9]「災害対応ロボット特集号によせて」、ロボット、No. 

235, pp. 1-6, 2017）に手を加えたものであることを申し添えておく。 
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プラント運転・保守へのロボット技術の適用 
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1. 緒言 

 生物の蛇を模倣して高い機能性を発揮するヘビ型ロボットの研究開発が進められている．我々もこれま

でにいくつかのヘビ型ロボットを開発し，多様な移動形態を実現してきた[1][2][3]．特に我々はヘビ型ロボ

ットの移動形態として螺旋捻転運動に着目している．螺旋捻転運動による移動方式では，ヘビ型ロボット

が全体で螺旋の形状になり，その状態において体軸まわりに捻転する運動を生成して移動する．この移動

方式ではヘビ型ロボットが螺旋形状になっているため，円柱状の環境に対して有効となることが期待でき

る．例えば，一般に配管内検査ロボットとして考案されているような配管内部で能動車輪を突っ張って移

動するものに比べ，ヘビ型ロボットの豊富な自由度を生かして，より複雑な環境に対して柔軟な対応をす

ることが期待できる．そこで，我々は大規模プラントなどの配管検査においてヘビ型ロボットを活用する

ことを目指し，これまでに螺旋捻転運動を用いて配管の内外に沿って移動させるヘビ型ロボットを実証し

たり，曲管に対応した移動方式として曲螺旋捻転運動などへの展開を行ったりしてきた[4][5]．しかしなが

ら，ヘビ型ロボットを実環境で具体的なタスクを遂行するロボットシステムにしようとすると，単にヘビ

型ロボットの移動方式を研究するのみならず，ロボットのハードウェアのさらなる改良や高機能なセンサ

との統合が必要不可欠である．そのため，我々は革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）のタフ・ロボ

ティクス・チャレンジ（TRC）にて，配管検査を行うヘビ型ロボットの実現にむけて，センサとの統合や

遠隔操作に必要なユーザインタフェースとの統合を行ってきている[6]．本稿では，ImPACT TRC にて開発

中のヘビ型ロボット（太索状プラットフォーム）について成果の一部を紹介する．本プロジェクトでは，

いくつかのヘビ型ロボットプラットフォームが開発されているが，本稿で紹介するのは，車輪非搭載のハ

イパワータイプと呼ぶものである． 

  

2. ヘビ型ロボットプラットフォーム 

2-1. ハイパワータイプ 

図１に，ImPACT TRC で開発中の車輪非搭載ハイパワータイプのヘビ型ロボットと，そのシステム図を

示す．ロボットは全長約 2.0m，質量約 9.0kg である．ロボットの外周には，ロボットと配管との間の摩擦

力を高めるために（株）水内ゴムに製作を依頼した独立気泡のスポンジゴムリング（硬度 15°）を装着し

ている．スポンジゴムリングの幅は 25mm，外周直径は 115mm，厚さは 15mm である． 

ロボット全体を制御する PC や電源は外部の設置されており，これらの機器への接続のためロボット後部か

ら外径 10.4mm，長さ約 10m のハイフロン被覆の 6 芯×15AWG のケーブルが接続されている．また，螺旋

捻転運動時にケーブルの撚れを解消するために，ロボットの後部にソルトン社製のロータリコネクタ

rotary630を搭載している．ロボットの先頭には，配管内をモニタするためのカメラとしてGoPro社製HERO4 

Session を搭載している．また LED の照明として，SheIngKa 社製 LED Light を搭載している．カメラ映像

は無線通信により転送されオペレータの手元にあるモニタ（Apple 社製 iPad Air2）あるいは操作用 PC のユ

ーザインタフェースに映し出される． 

このヘビ型ロボットは，ピッチ軸とヨー軸とが交互になるように屈曲する関節を直列に配置して構成さ

れており，合計 20 個の関節を持つ．ここで関節を駆動するサーボモータには ROBOTIS 社製 Dynamixel 
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MX-106 を採用している．サーボモータ間の接続には通常 Dynamixel の純正品のアルミフレームが組み合わ

されて使われるが，予備実験においてこの部材が塑性変形したため，新たに SUS304-CP の材質の１枚もの

のフレームを特注で設計製作した．Dynamixel はある程度の数であれば電源線と信号線を直列に接続して使

用することができるが，20 個を直列につなぐと電源から離れるにしたがって電圧降下が起こったり，通信

速度に制約が生じたりする．そこで，サーボモータ 2 個につき 1 個のマイコン(MCU)を搭載したり電源を

並列に供給したりしている．マイコンには THK 社製 SEED MS1A を使用している．また，ロボットは超小

型 USB シリアル変換モジュール AE-FT234X を接続したマイコンで独自に構成した USB-CAN converter を

介して PC と通信を行っている．また，IMU センサを搭載したマイコンがロボットの先頭付近に搭載され

ている．すべてのマイコンは共通の CAN バスに接続されて通信が行われている． 

ロボットへの電源として，定格出力電圧 48V，定格電力 1000W の安定化電源である TDK-Lambda 社製

HWS1000-48 を使用している．この 48V の電源を DCDC コンバータで適切に電圧変換して，ロボットの各

機器へと電力を供給する．サーボモータに対しては COSEL 社製 CDS4004815 を介して 15V の電源が供給

され，マイコンには COSEL 社製 CBS2004812 を介して 12V の電源が供給されている．ロボットの運動計

画を行ったりデータを記録したりするための PC がロボットに接続されている．また，PC には家庭用ゲー

ム機のコントローラが接続され，オペレータはこれを用いてロボットを操作する．現時点では，オペレー

タはロボット先頭のカメラ映像や PC 上に表示されるロボット関節角度などの内部状態を見ながらロボッ

トを遠隔操作するようになっている． 

 

図１ ヘビ型ロボット（ハイパワータイプ）とシステム図 

 

2-2. 接触圧力センサ 

ヘビ型ロボットの体幹に接触センサや圧力センサを取り付けて，環境認識を行ったり，ロボットの運動

へのフィードバックに利用したりする研究例がいくつか報告されている．しかしながら，3 次元運動をする

ヘビ型ロボットのためにロボットの全周の接触圧力を測定することのできるセンサを実装したヘビ型ロボ

ットの研究例はこれまでにない． 

 

図２ ロボット全周の圧力を測るセンサ（CoP センサ） 

本プロジェクトでは，ロボット全周の接触圧力を測定することのできるセンサとして CoP (Centor of 

Pressure)センサをヘビ型ロボットに実装した．CoP センサは圧力によりセンサ内部の抵抗値が変化して，測

定する電圧値が変化し，その電圧値から総電流量（圧力の大きさに関係する）と圧力の重心位置を計算す
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ることができる．CoP センサはシート状であるので，様々な曲面に装着することができる．本稿のヘビ型

ロボットのサーボモータには円柱状のパーツを装着しており，その円柱状のパーツの曲面に CoP センサを

貼り付けることでヘビ型ロボットにセンサを実装している．CoP センサの外観を図２に示す．CoP センサ

は 2 層構造になっており，これが円柱状のパーツに半周ずつ取り付けられている．  

2-3. 音響位置推定センサ 

ヘビ型ロボットを配管内検査に適用する場合，ヘビ型ロボットが配管内のどこにいるのかを知ることが

できれば，検査の際の画像情報などを配管の位置情報と紐づけて記録することができ，大変有用である．

我々は本プロジェクトにおいて，音響センサを用いた配管内自己位置推定システムをヘビ型ロボットに搭

載することで，この機能を実現する．音響位置推定センサにおいては，配管入口にスピーカを設置し，位

置を推定する場所にマイクを取り付ける．これにより，スピーカが音を発してからマイクに到達するまで

の時間を参照信号との到達時間の差を用いて計測し，配管入口からのマイクのまでの距離を推定すること

ができる．またマイクを取り付けた部分の姿勢を検出するためにジャイロと加速度センサによる慣性計測

ユニット（IMU）もマイクの付近に取り付ける．これにより，マイクの取り付けの向きを測定して，配管

がどちらの向きに延びているかを推定する．これらの情報を組み合わせて，配管入口からの距離を求める

だけでなく，配管の地図を作ることができる． 

 

図３ 音響位置推定センサ 

図３にマイクや IMU を含む音響センサデバイスをヘビ型ロボットの後部に取り付ける様子を示す．音響

センサデバイスは USB で信号処理用の PC と接続される．そのため，USB ケーブルをヘビ型ロボットのケ

ーブルと並走して取り付けている．音響センサを用いた自己位置推定のソフトウェアも Ubuntu14.04 上の

ROS indigo にて開発されているが，システムとしてはロボットのシステムと独立しているので，ロボット

の制御用 PC とは別の PC で処理を行うこともできる． 

2-4. 統合化ユーザインタフェース 

前述のとおり，ヘビ型ロボットの各リンクには全周圧力センサが，最後尾には音響センサと慣性センサ

を組み合わせた位置推定センサが，先頭にはライトとカメラによる画像センサが搭載されている．また，

ヘビ型ロボットの各関節の角度は，サーボモータの機能により取得することができる．音響位置推定セン

サにより作成される配管地図データにロボットの現在形状を CG で描画したものを加え，さらに，ヘビ型

ロボットの先頭に搭載されたカメラにより撮影された写真を配管地図上にマッピングする技術を開発した． 

 

図４ ヘビ型ロボット遠隔操作用統合ユーザインタフェース 
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図４の右にこの画面を示す．また，ヘビ型ロボットの捻転運動により激しく回転してしまうカメラ映像

を IMU で測定した重力方向に対して安定化させるユーザインタフェースを開発した．この画面を図４の左

に示す．さらに，配管内でのヘビ型ロボットの現在形状について，目標形状との差分が分かるように２つ

の形状を重ね合わせて表示するユーザインタフェースと，接触圧力センサで測定した圧力を，位置と大き

さが分かるようにベクトル表示してロボットの CG に書き加えたユーザインタフェースも開発している． 

  

3. 実証実験 

3-1. 配管内走破実験 

本稿で紹介したヘビ型ロボットプラットフォームを用い， ImPACT TRC の評価フィールドにて実証実験

が行われた．評価フィールドの外観と配管内を移動しているヘビ型ロボットの様子を図５に示す．配管の

内径は 200mm である．配管の構成としては，まず水平に約 2m の直管があり，そこでエルボ管によって垂

直な約 4m の直管に接続され，その先にまたエルボ管によって約 0.5m の直管と接続されたものとなってお

り，全直約 7m である．経路の途中にはゲートバルブが存在しているが，これは本実験においては全開に

なっている．そのため，途中でヘビ型ロボットの螺旋の半径を小さくするなどの対応をする必要は特にな

いが，ゲートバルブのゲートの幅の分の溝があり，その溝を構成するエッジ構造が螺旋捻転運動をするヘ

ビ型ロボットにダメージを与える場合があるため，配線の処理などが適切でないと断線などの接触不良が

生じ，ロボットの故障の原因となる． 

実証実験において，ヘビ型ロボットは下部の配管の入り口から挿入されて，上述の配管の内部を螺旋捻

転運動により配管に突っ張りながら走破して，上部の配管出口まで到達できることを確認した．また，そ

の際にヘビ型ロボットに搭載したセンサ情報を取得できていることを確認した．配管出口の正面には模擬

的な計器が置かれており，オペレータはロボット先頭のカメラ画像によって計器を目視することができた． 

 

図５ ヘビ型ロボットの螺旋捻転運動による配管内走破 

3-2. ダクト内螺旋捻転走破実験 

さらに，ImPACT TRC では，ヘビ型ロボットの走破すべき新たな課題として角ダクトが設置された．こ

の外観と図面を図６に示す．ダクトは断面の寸法が 250mm×250mm であり，下部の入り口からロボットを

投入する．まず水平な区間があり，それから垂直，水平垂直，最後に水平となって上部の出口に到達する． 

入り口から出口までの全長は約 4m である． 

実証実験において，ヘビ型ロボットは下部のダクトの入り口から挿入されて，上述の配管の内部を螺旋

捻転運動によりダクトに突っ張りながら走破して，上部の出口まで到達した．また，その際にヘビ型ロボ

ットに搭載したセンサ情報を取得できていることを確認した．なお，ヘビ型ロボットの形状の制御につい

ては，基本的に常螺旋形状を目標形状とし，ダクトが曲がっている部分では，ダクトから受ける外力によ

ってロボットの形状が変化できるように，サーボモータの関節制御の剛性を比較低く設定している． 
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図６ ダクト内走行実験のための模擬環境 

4. 結言 

本稿では，革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）のタフ・ロボティクス・チャレンジ（TRC）にて

開発中の非車輪タイプのヘビ型ロボットを紹介し，本ロボットによって走破可能であった配管やダクトの

一例を示した．開発したヘビ型ロボットは先頭カメラのみならず接触圧力センサや音響位置推定センサが

統合化されており，統合化ユーザインタフェースにこれらの情報が表示される．本研究ではヘビ型ロボッ

トの冗長自由度を生かした制御方策により，複雑な構造物に沿って移動するロボットが実現される可能性

を示した．本稿では紙面の都合により詳細を省いたが，配管の内部だけでなく外部に沿って移動するヘビ

型ロボットの実証実験や，防塵防水仕様のヘビ型ロボットの構築もすでに進めている．今後，本研究をさ

らに進めることにより，実プラントでの点検や検査にヘビ型ロボットを適用することを目指している．  
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